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前回評議会（令和３年７月19日開催）における論点・意見等

前回評議会において事務局が提示した論点

● これまでの取組の改善・強化や更なる保険者機能の発揮に向けて、どのような取組が考えら
れるか。

➤ 令和２年度予算の実施結果を踏まえた見直し

➤ 令和３年度予算の検討における方針（視点）

➤ 事業計画、保険者機能強化アクションプランの達成

【前回評議会における主な提言】

● ＤＸの一丁目一番地であるマイナンバーカードの普及等について、協会においても積極的
な予算措置を検討すべき。

● 特定保健指導の同日実施について、事前案内等の促進をお願いしたい。

● 富山県看護協会では地域に看護師を配置し、地域のイベント等に参加している。企業を対
象としたイベント等に参加していくことも重要。

● 小規模事業所では、特定保健指導の実施機会が乏しい。個別健診において当日実施できる
仕組みを拡充していくべき。

● メディアを活用して協会の活動をＰＲし、理解を求めていくことが重要。
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① メディアの活用等によるＰＲの強化

② 特定健診・特定保健指導を始めとする保健事業の拡充

③ これまでの取組の継続・強化

前回のご意見等を踏まえ、以下の視点を参考に事業計画・予算の検討を進める

令和４年度支部保険者機能強化予算について

１）令和４年度の主な取組について

● 上記の視点を踏まえ、以下の取組を実施する。

➤ 睡眠習慣に係る要因把握に向けた加入者調査【①,③】

➤ 多剤服用者への介入【①,③】※前年度パイロット事業

➤ 大病院受診時定額負担の周知【①,③】

➤ 特定保健指導の更なる推進【②】

➤ 前年度特定保健指導対象者向け健診前勧奨【②】

➤ 重症化予防対策の更なる推進【②】

➤ 事業主とのコラボヘルス（とやま健康企業宣言）【①,②,③】

２）令和４年度の支部保険者機能強化予算額（見込み）

● 前年と同程度の予算額が措置される見込み。

➤ 医療費適正化等予算（1,155万円）
※ 広報や意見発信、ジェネリック医薬品の使用促進等の医療費適正化事業に充てられる予算枠

➤ 保健事業予算（4,459万円）
※ データヘルス計画や受診勧奨対策、重症化予防対策等の保健事業に充てられる予算枠
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【予算額（見込み）：3,080千円】

睡眠習慣に係る要因把握に向けた加入者調査
参考

● 富山支部加入者の運動習慣は全国ワースト３位、睡眠習慣は全国ワースト１位であり、加入者

の生活習慣の改善を図っていく必要。令和３年度には市町村国民健康保険の健診データと協会の

健診データを用いた富山県との共同分析を実施し、県内の地域偏在の周知を実施。

● 令和４年度は、加入者向けアンケート調査等により睡眠習慣の要因把握を行い、周知を図る。

🔲 有意に多い 🔲 有意に少ない 🔲 有意に多い 🔲 有意に少ない

運動習慣の要改善者割合 睡眠習慣の要改善者割合

バナー共同分析結果（令和元年度健診データ） リーフレット
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参考

● 令和元年度より多剤服用者への介入を実施しており、令和３年度はパイロット事業として地域

特有のポリファーマシーの把握（薬局調査）による対象者抽出の適正化を実施（多剤服用者への

介入は10月末、調査結果の公表は年度内を予定）。

● 令和４年度は、引き続き関係団体との連携を図り、多剤服用者への介入を進める。

多剤服用者への介入

【予算額（見込み）：3,960千円】

調査票 リーフレット調査結果＿患者事例（個票）における薬効の偏り

消化性潰瘍用剤, 4.8%

解熱鎮痛消炎剤, 6.7%

その他のアレルギー用薬, 

5.8%

催眠鎮静剤、抗不安剤, 

5.8%

漢方製剤, 9.6%

血圧降下剤, 4.8%

下痢、浣腸剤, 4.8%

その他の泌尿生殖器官及

び肛門用薬, 1.9%

精神神経用剤, 5.8%

ビタミンＢ剤（ビタミンＢ１

剤を除く）, 2.9%

止瀉剤、整腸剤, 4.8%

血管拡張剤, 3.8%

その他の中枢神経系用

薬, 4.8%

糖尿病用剤, 2.9%

その他の消化器官用薬, 

3.8%

その他の循環器官用薬, 

3.8%

去痰剤, 1.9%

利尿剤, 3.8%

鎮痙剤, 2.9%

痛風治療剤, 1.9%消化性潰瘍用剤, 

27.4%

解熱鎮痛消炎剤, 12.3%

その他のアレルギー用薬, 

9.6%催眠鎮静剤、抗不安剤, 

5.5%

漢方製剤, 2.1%
血圧降下剤, 2.7%

下痢、浣腸剤, 2.7%

その他の泌尿生殖器官及

び肛門用薬, 4.8%

精神神経用剤, 1.4%

ビタミンＢ剤（ビタミンＢ１

剤を除く）, 4.1%

止瀉剤、整腸剤, 2.7%

血管拡張剤, 2.7%

その他の中枢神経系用

薬, 1.4%

ビタミンＡ及びＤ剤, 

4.1%

糖尿病用剤, 1.4%

去痰剤, 2.1%

抗パーキンソン剤, 1.4%

重複投薬
重複投薬
以外
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参考

● 令和２年度より大病院受診時定額負担の周知を開始。患者説明向けリーフレットは計９医療機

関に9,000部を提供。

● 制度改正により対象医療機関の拡大等が見込まれるため、令和４年度は制度改正に対応した内

容に修正し、メディアの活用等により引き続き周知を図る。

大病院受診時定額負担の周知

【予算額（見込み）：2,310千円】

リーフレット
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【予算額（見込み）：3,600千円】

特定保健指導の更なる推進

● 被保険者の特定保健指導実施率（令和２年度26.5％）は全国７位と上位ではあるが、一方で７

割を超える対象者の特定保健指導が実施できていない。健診との同日実施やＩＣＴ（遠隔面談）

の活用により、事業所が効率的に利用できる環境を整備することが重要。

● 令和２年度パイロット事業である検診車健診における特定保健指導の遠隔分割面談について

は、これまで実施した事業所より高評価を得ており、同事業所の実施率向上にも繋がった。令和

４年度は、実施事業所数の増加を推進し、更なる特定保健指導の実施率向上を図る。

令和2年4-12月遠隔面談実施11事業所のアンケート結果

１.特定保健指導受診率向上のため 5

２.従業員の健康保持増進のため 7

３.協会けんぽからの紹介があったから 9

４.健診スタッフからの紹介があったから 1

５.テレビ電話に興味があったから 2

６.その他 0

１.従業員への福利厚生向上（健康保持増進） 6

２.特定保健指導実施率向上 7

３.健康経営の取り組み向上 6

４.健診後の保健指導日程調整者が減った 2

５.従業員へ特定保健指導を誘導しやすくなった 10

６.テレビ電話の利用機会が増えた 0

７.その他 1

１.とても満足 3

２.満足 8

３.あまり満足していない 0

４.ほぼ満足できず 0

テレビ電話での特定保
健指導を受けた理由
（複数回答可）

実施して良かったこと
（複数回答可）

テレビ電話特定保健
指導の満足度

リーフレット

参考
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【予算額（見込み）：2,079千円】

前年度特定保健指導対象者向け健診前勧奨

● インセンティブ制度の評価指標である特定保健指導対象者の減少率は全国ワースト２位であ

り、減少率を改善させる取組が必要。令和３年度は、前年度の特定保健指導対象者に対し、健診

３カ月前に「生活習慣の振り返り、減量目標値等を記載した文書」を送付し、次の健診までに自

ら健康行動を実践することを啓発する取組を開始。

● 令和４年度は、令和３年度の効果検証を行うとともに、引き続き同様の取組を進める。

勧奨文書（圧着ハガキ） 勧奨の４パターン

腹囲 0-1cm超 → 減量目標値１kg
１

腹囲 1.1-2cm超 → 減量目標値２kg
２

腹囲 2.1-3cm超 → 減量目標値３kg
３

腹囲 3cm超以上 → 減量目標値の設定なし
健診後の特定保健指導を案内

４

参考
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【予算額（見込み）：6,076千円】

重症化予防対策の更なる推進

● 健診結果（血圧値または血糖値）で「要治療」と判定されながら医療機関を受診していない方

への受診勧奨の実績（令和２年度受診率15.8％）は全国１位で順調に推移しているが、一方で８

割を超える方が勧奨したにも関わらず受診につながっていない。

● 令和４年度も引き続き同様の取組を進めるとともに、新たに健診機関と連携した要治療者への

受診勧奨を検討する等、更なる受診率向上を図る。

送付文書・リーフレット受診勧奨後３か月以内に医療機関を受診した者の割合

9.0%

13.1%

15.8%

18.5%

9.5%
10.5% 10.1% 10.4%

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

第1四半期

受診率 全国平均（率）

参考
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● 令和３年10月13日現在、宣言575社、STEP1認定245社、STEP2認定28社。令和３年度より健康企

業宣言数がKPI目標値（令和３年度宣言数600社）となったことを踏まえ、引き続き宣言事業所数

の拡大を図る。また、戦略的保険者機能の強化を更に進める観点から、認定手続き等の簡素化・

効率化の検討を進める。

● 宣言事業所数の拡大に当たっては、令和４年度もラジオ番組や新聞、キャリアセンター等、メ

ディアを活用した周知を引き続き実施する。また、新たな広報媒体の活用は既存とは別のター

ゲット層への周知が可能となることを踏まえ、他の広報媒体の活用についても検討を進める。

【予算額（見込み）：7,024千円】

事業主とのコラボヘルス（とやま健康企業宣言）

ラジオ番組 キャリアセンター 新聞 リーフレット

参考


